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研究成果の概要： 
本研究は，スペイン･バスク地方における言語と地域との関係を検証しつつ，言語の地理学の

理論的枠組みの構築を目指した。スペイン・バスク地方を構成する 2 つの自治州，バスク自治

州とナバラ自治州における言語空間の実態とバスクの再領域化の過程を検証した結果，言語空

間に作用するアクタとして，公教育に代表される制度の重要性が明らかになった。そして，空

間とアクタの相互作用を検証する過程で，ナショナルなアイデンティティとバスクの再領域化

の関連性が重要な研究課題として浮上してきた。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 1,300,000 0 1,300,000 

２００７年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

２００８年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

年度    

  年度    

総 計 3,400,000 630,000 4,030,000 

 
研究分野：人文学 
科研費の分科・細目：人文地理学・人文地理学 
キーワード：文化地理学，バスク地方，バスク語話者，再領域化 
 
１．研究開始当初の背景 
研究代表者である石井は，これに先立つ科

学研究費補助金による調査をとおして，スペ
イン・バスク地方におけるバスク語話者の近
年の増加の地理学的特徴を明らかにし，その
背景にある諸要因を探求することにより，言
語の地理学的研究の成果を公表してきた。こ
の一連の研究は，我が国におけるバスク地方
の地誌学的研究の先駆であり，言語話者集団
に関する地理学的研究としても重要なもの
であった。 
これまでの研究は，バスク語とカスティー

リャ語（スペイン語）の 2つの言語により構
成されるバイリンガルな言語空間を前提と
したものであった。しかし，調査を進めるに

したがい，バスク語正常化の過程で急増した
新バスク語話者に代表される特異な言語シ
フト，話者集団の増減による地域的アイデン
ティティの変容など，言語現象にかかわる
様々な現象を観察することで，言語空間の多
様性を痛感した。そこで，これまでバスク語
とカスティーリャ語の二項対立的な空間と
してとらえてきたバスクの言語空間を，混成
性のより高いハイブリッドな言語空間とし
て捉えなおす必要性が生じてきた。 
 
２．研究の目的 
本研究課題は，前述のような視点に立脚し

て，従来の研究成果を再検討たうえで，文化
地理学，社会地理学，エスニック地理学，政
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治地理学などの地理学関連諸領域との関係
を検証し，バスク地方における言語空間の研
究を進めることを目的としている。同時に，
地理学の研究対象としての言語空間の定義
を確立し，「言語の地理学」を構築すること
を目的とする。そのために，経験主義的手法
によりデータを分析し，言語空間分析の理論
的枠組み構築する。その実現のために，以下
の具体的な研究目的をかかげる。 

 
(1) 言語空間分析の視点・方法の明確化 
 バスク地方の言語空間の研究をとおして，
言語の地理学の研究対象となる言語空間を
分析する際の方法論を確立する。現地調査に
より収集した各種データの景観分析，統計解
析，マッピングなど一連の手続きを精査して，
言語の空間分析に必要な経験主義的手法を
確立する。最終的に，現地調査，文献調査，
統計解析などに基づく経験主義的手法と，理
論的な考察の両者を，有機的に統合した研究
方法を確立する。 
 
(2) 言語次元の領域化にもとづく地域概念の
確立 
 バスク地方を構成する 2 つの自治州（バス
ク自治州とナバラ自治州）では，地域住民の
文化的アイデンティティの象徴に言語を位
置づけて，話者集団を再活性化することによ
り，話者集団の居住する空間の再領域化を図
ろうとする動きが観察される。その実態を明
らかにすることで，制度主導で領域化が進行
する言語空間を，地理学的理論に位置付ける
作業を試みる。さらにスペイン・バスク地方
を構成する 2 つの自治州では，話者集団活性
化を推進するための空間的枠組みの設定基
準が異なる。行政の空間認識の違いが言語空
間の動態におよぼす影響を分析することで，
言語と地域の関係に考察を加える。 
 
(3) 言語の地理学の理論的研究 
 言語を機軸とした地域の制度化は，マイノ
リティ言語話者集団をかかえた欧州各地域
において進行中の現象である。バスク地方と
諸地域とを比較し，共通して論じられる言語
空間の理論的枠組みに関する知識を深化さ
せ，言語の地理学の理論的基礎確立する。 
 
３．研究の方法 
本研究課題では，言語の地理学に関する理

論的研究を推進しつつ，並行して現地調査を
主体とする経験主義的研究を進めた。具体的
方法は以下のとおりである。 

 
(1) 文献調査を主体とした理論的研究 
・ ハイブリッドな言語空間としてのバスク

のモデル化 
・ 地域の制度化における文化的アイデンテ

ィティの象徴として言語に果たす機能の
検証 

・ 言語に依拠した再領域化プロセスの理論
化 

(2) 現地調査を主体とした経験主義的研究 
・ バスク自治州における話者集団の再活性

化メカニズムと言語空間変容の研究 
・ ナバラ自治州における行政によりコント

ロールされた言語空間の特性と住民属性
の相関研究 

・ バスク語話者核心地域と周辺地域の言語
空間の比較研究 

経験主義的研究のための現地調査は，効率
を重視し，最初の 2年次で対象地域を分割し，
初年度にバスク自治州，次年度にナバラ自治
州において実施した。そして最終年度に，両
者を補完する全域的調査を実施した。理論的
研究に関しては，同時並行的に進めた。 
 
４．研究成果 
(1) バスク自治州の言語空間 
バスク統計局（EUSTAT）から入手した最新

の言語センサスデータから，バスク語話者集
団の分布を示したのが図 1である。 

2006年現在でバスク語話者が 90%以上を占
める基礎行政単位地区は，自治州北部から東
部にかけて，ギプスコア県中央部とビスカヤ
県東部の 2つの空間的範囲に限定される。こ
れら 2つは，それぞれバスク語ギプスコア方
言，ビスカヤ方言が古くから使用されてきた
地域であり，バスク語話者の核心地域である
といえる。これら 2 つの核心地域を中心とす
るギプスコア県全域からビスカヤ県東部に
かけて領域は，バスク語話者比率 30％以上の
単位地区が連なり，「バスク語圏」を形成す
る。それに対して南部のアラバ県からビスカ
ヤ県西部の地域一帯は，バスク語話者比率
30％未満の低率単位地区が連なる。自治州西
部から南部に連なる一帯の地域は，カスティ
ーリャ語に代表されるバスク語以外の言語
の影響下にある「非バスク語圏」と定義でき



 

 

る。 
バスク語話者の地理的分布は，古くからの

話者集団の分布と，その周辺に存在する言語
（カスティーリャ語やフランス語）との競合
を反映した歴史的産物である。通常，マイノ
リティ言語話者集団の再活性化のめに何ら
かの手段が講じられない場合，優位言語への
言語シフトが進行し，話者集団は衰退する。
しかしバスク自治州の場合，1986年から 2006
年にかけての 20年間にバスク語話者が
513804から 774894 へと増加し，全人口に占
める比率も 24.6％から 37.4％に上昇した。 
近年のバスク語話者の増加は，バスク自治

州政府主導で推進されるバスク語正常化運
動によるものである。1978年憲法に地方語の
公用語としての地位が明記されたのを受け，
1979年制定のバスク自治憲章（ゲルニカ憲
章）にもバスク語の公用語としての地位が明
記された。それを受けてバスク自治州政府は，
教育，行政，司法などの公的部門のバスク語
正常化を推進した。とくに教育分野では，バ
スク語を取り入れたバイリンガル教育モデ
ルが導入され，児童生徒のバスク語能力向上
に大きな効果をあげた。その結果，母語はカ
スティーリャ語でありながら，高いバスク語
能力を習得した「新バスク語話者 euskaldun 
-berri」が若年層に急増した(図 2)。 

1986年以降の 20年間のバスク語話者年平
均増加率の地理的分布を示したのが図 3であ
る。それによれば，自治州西部から南部にか
けての領域で，年率 6‰以上の増加が観察さ
れる。この範囲は，図 1で「非バスク語圏」
と定義した領域と一致する。非バスク語圏は，
かつてはバスク語が使用されていながらも，
最近数世紀にわたりバスク語が使用されて
こなかった地域でもある。バスク語正常化が
自治州全域を対象に推進されるようになっ
た結果，この領域がバスク語話者集団活性化
の舞台である言語空間に取り込まれること
になり，バスク語話者が増加したのである。 

それに対しバスク語圏では，-2.0‰を超え
る減少を経験した基礎行政単位地区が多い。
バスク語話者密度が高く，家庭でのバスク語
使用頻度が高い地域では，母語がバスク語で，

その後も高いバスク語能力を維持するよう
な，従来から存在するタイプのバスク語話者
「原バスク語話者 euskaldunzaharra」が多い。
原バスク語話者が多数を占めるような社会
言語学的環境にある地域では，公教育に導入
されるバイリンガル教育モデルも，バスク語
話者の能力維持を目的とする Aモデルが中心
となる。それにより若年層のバスク語能力は
維持されるが，学校教育を修了した世代にと
って，バスク語能力を維持するための制度的
支援が実社会には存在しないことが問題で
ある。そのために，ある一定の世代以上では，
カスティーリャ語への言語シフトが発生す
る。バスク語圏のように，若年層におけるバ
スク語への言語シフトが発生しにくい地域
では，カスティーリャ語への言語シフトが相
対的に重要な言語属性変容として観察され
る。 
 

(2) ナバラ自治州の言語空間 
 バスク語を公用語とするのは，バスク自治
州とナバラ自治州である。バスク自治州では，
バスク語の公用語としての地位がゲルニカ
憲章（1979）とバスク語使用正常化法（1982）
により自治州全域において保障される。それ
に対してナバラ自治州の場合，バスク語法
（1986）により公用語としての地位に社会言
語圏という空間的次元による差を設定して
いる。具体的には，自治州を「バスク語圏」
「混合圏」「非バスク語圏」の 3つの社会言
語圏に再区分し，バスク語圏においてはバス
ク語の公用語としての地位を全面的に保障
するものの，混合圏と非バスク語圏ではその
地位を段階的に制限するというものである。
公教育における公用語としての地位を例に
とると，バスク語圏においてはバスク語の教
育は義務であり，バスク語の公用語としての
地位は児童生徒や父兄，地域社会に対して保
障される。それに対して混合圏では，バスク
語による公教育は義務ではなく選択制とな
る。非バスク語圏では，住民からの要求があ



 

 

る場合に限定してバスク語による教育サー
ビスを提供するという水準に留まる。 
 ナバラ自治州のバスク語話者の地理的分
布を図 4に示した。ナバラ自治州の場合，2006
年の住民基本調査で言語属性の調査が実施
されなかったため，最新の調査結果は 2001
年の国勢調査時のものとなる。バスク語話者
の比率が 70％を超える基礎行政単位地区は，
自治州北西部に集中する。しかもそれらが集
中する領域は，自治州政府の定める「バスク
語圏」に相当する。バスク語話者のバスク語
圏への集中は，社会言語圏がバスク語話者分
布の実情に則って設定されていることを鑑
みれば，当然の結果である。混合圏では，バ
スク語話者の比率が 5％に満たない自治体が
大多数を占める。 

 バスク自治州とは一線を画する言語政策
をナバラ自治州が推進する背景には，バスク
自治州との独自色を強調する政治的風土の
存在がある。そもそもこの地には，中世にナ
バラ王国が存在した。カスティーリャ併合後
も，この地域はフエロなどの地方特権を介し
て，中央との良好な関係を保ちつつ，独自の
政治文化が育んできた。19世紀末から 20世
紀初めの地域主義運動の昂揚期に，バスクと
ナバラが自治を目指すという点で接点を持
ちはじめたが，ナバラの地域主義はバスク・
ナショナリズムと対峙する姿勢を強めてい
った。バスク・ナショナリズムの受け入れを
容認できない政治エリートの思想が，反バス
クの名のもとに集結したのが，「ナバラ主義」
であるといえる。ナバラ独自の政治的イデオ
ロギーであるナバラ主義には，フエロ体制の
復興に重点を置くフエリスモ，カルロス支持
派のカルリスモ，スペインとの一体性重視の

エスパニョリスモなど，主義主張の拠り所に
より多様な方向性が混在している。しかし，
反バスクが結束の鍵となっている点では共
通している。従来の地方選挙で，ナバラ主義
を前面に掲げる政党連合は，一定の支持を集
め，政権を維持してきた。彼らの政治的姿勢
が言語政策の空間的次元に反映されたもの
が，3 つの社会言語圏による多次元的政策な
のである。 
行政により強制的に再区分された言語空

間におけるバスク語話者の動態を検証する
ために，1991年から 2001年にかけてのバス
ク語話者増加率の地理的分布を図 5に示した。
それによれば，増加率 6.0‰以上を示す基礎
行政単位地区は，混合圏とそれに隣接する地
域に集中する。減少傾向にある単位地区は，
バスク語圏に集中し，その多くが-6.0‰を超
える減少を示す。バスク語圏におけるバスク
語話者の減少は，バスク自治州の核心地域と
同じ現象に起因するものであろう。非バスク
語圏では，若干の増加傾向が観察されるもの
の，概ね停滞傾向にあるといえる。ナバラ自
治州の非バスク語圏の場合，バスク語が使用
されなくなって数世紀単位の時間が経過し
ている。そのため原バスク語話者は皆無に等
しく，結果的にカスティーリャ語への言語シ
フトは発生しない。公教育におけるバスク語
教育も父兄や地域からの要望がない限り提
供されず，若年層における新バスク語話者の
増加も観察されない。このような理由から，
非バスク語圏においては停滞傾向が観察さ
れるのである。 

バスク語話者が増加傾向にあった混合圏
において，住民の言語属性にどのような変化



 

 

が生じているかを観察するために，3歳まで
に習得した第一言語と，現在の言語能力の間
の流動を，年齢階層別分布を図示したのが図
6 である。混合圏では，カスティーリャ語か
らバスク語への逆行的言語シフトを経験し
た話者集団，すなわち新バスク語話者は，若
年層ほど多く，5～9歳で 15.6％，10～14歳
で 13.5％に達する。ちょうど学童期に相当す
る世代であるが，混合圏では，公教育でのバ
スク語教育は選択制のため，カスティーリャ
語のみにより教育を受ける G モデルか，ある
いはバスク語も関与する A，B，Dモデルのい
ずれかから，1モデルを選択することになっ
ている。混合圏では，A・Dモデルを履修する
児童生徒が増加傾向にあり，若年層の新バス
ク語話者比率の高さは，バスク語の学習によ
り加速された逆行的言語シフトを反映して
いるといえる。混合圏におけるバスク語話者
の増加は，公教育によるところが大きいと結
論付けられる。政府による支援の程度が貧弱
な状況下でも，バスク語への言語シフトが進
行するという事実は，バスク語がそこにかつ
て存在したという場所の記憶と，バスク語が
マスコミや街頭に存在するという言語環境，
これらの相乗効果により話者集団を再活性
化することが可能であることを示した好例
である。 

 
(3) 言語空間における主たるアクタとして
の制度 
バスク自治州の場合，行政当局が構築をも

くろむ言語空間は，自治州全域がひとつの言
語政策適用領域となる。行政によるバスクの
際領域化といえるであろう。ただしこの場合，
その領域にはバスク語話者の密度差のある
地域が内包されるために，住民や行政などの
アクタの空間への働きかけも，地域の置かれ

た状況により差が生じる。多様な属性のアク
タを，一つの空間的次元における再領域化の
プロセスに組み込むことで，アクタと空間と
の間に複雑な相互作用が観察される。その一
例を，成人バスク語教育を介して検証しよう。 
 成人に対してバスク語教育サービスを提
供する教育機関は，成人教育バスク語学校
「エウスカルテギ euskaltegi」である。エウ
スカルテギは，16歳以上の住民を対象に L2
としてのバスク語教育サービスを提供する。 

エウスカルテギ在籍者の基礎行政単位地
区別分布から，在籍者が特定都市へ集中する
傾向を読み取ることができる（図 7）。在籍者
は 3つの県庁所在都市に集中し，これら 3都
市の在籍者で全体の 55％に達する。この集中
度は，各県の市町村別人口の順位規模の法則
にほぼ合致しているものの，母集団に比べ在
籍者の集中率のほうが概して 10％以上高く
なる。例えばアラバ県の場合，県庁所在都市
であるビトリア市に県人口（15歳以上）の
75.8％（2006年現在）が集中しているが，エ
ウスカルテギ在籍者は県全体の 86.6％
（07/08年度）に達する。 

県庁所在都市へのエウスカルテギ在籍者
の集中は，そこを活動の拠点としてエウスカ
ルテギに参加する住民の属性が関与してい
る。3 都市の在籍者の職業構成で最大を占め
るのが，3都市共通で公務員である。特に州
政府機関の集中するビトリア市では全体の 4
分の 1を超える 27.3％に達する。それに引き
続くのが，教員，公務員である。在籍者の職
業構成が公務員，教員，専門職などに著しく
偏るのは，バスク語使用正常化法（1982）に
公的分野におけるバスク語使用を保障する
文言が盛り込まれているためである。同法に
のっとり，公教育や司法，行政などの諸分野
で，従業者のバスク語能力向上のための研修
制度が導入されており，研修の場としてエウ
スカルテギの制度が利用されているためで
ある。 
バスク自治州は，行政という制度を利用し，

その構成員のバスク語化を促進し，バスク語



 

 

によるサービスを提供することにより，ナシ
ョナリズムのシンボルとしてのバスク語の
地位の向上を図り，領域としてのバスクの再
生を目指している。一連の言語政策は，バス
ク自治州という領域に適用される法や行政
などの諸制度にのっとり適用されるため，領
域性と有限性をともなう。有限性のある領域
において，行政機関はバスク語による行政サ
ービスを提供し，それに携わる職員は資格取
得とバスク語能力の維持に励む。そのポスト
への就職を目指す学生らも公教育や成人教
育の制度を利用してバスク語能力の向上を
目指す。行政制度，職員，その予備軍である
学生らが主たるアクタとなり，バスク語を自
治のシンボルとするバスク自治州の領域性
を強化する。それと並行してバスク語をシン
ボルとする領域は，バスク自治州の制度や住
民に，さらなるバスク語正常化を促すよう作
用する。要するに，アクタと空間がアイデン
ティティとナショナリズムの強化のために
相互に作用するようになるのである。現在の
バスク自治州におけるバスク語成人教育で
観察される諸現象は，空間とアクタによるナ
ショナリズム生成と強化の相互作用の表象
の一端なのである。 
 
(4) バスクの再領域化とアイデンティティ，
言語 
言語を地理学的に研究する場合，話者集団

の属性としての言語を研究対象とするが，そ
れは言語学的な言語それ自体ではなく，諸ア
クタの属性としての言語である。そして，そ
れに関連する事象との相関の検証は，重要な
手続きの一つとなる。その際に，領域，アイ
デンティティといったテーマも連動してく
る。これらのテーマは，従来は人類学や社会
学において頻繁に扱われてきた。従来の考え
方では，ナショナリズムの社会的境界が重視
される一方で，ナショナリズムにより生成さ
れる領域性の本質は軽視される傾向にあり，
領域はネイションの自己認識の表象という
立場がとられてきた。しかし近年，領域，境
界，アイデンティティの動態的相互関係が注
目されるようになりつつある。共同体の集団
的アイデンティティは，その外部の共同体の
存在により自覚され，強化される。その際，
バスクのように共同体構成員が集住する領
域は，自他を区別するためのイコンとなり，
その結果空間は集団的アイデンティティの
シンボルとしての地位を獲得する。そして領
域の実体化が進行するにしたがい，共同体構
成員は領域の中で交流するようになり，領域
への帰属意識を高める。それと同時に空間は，
構成員の結束を促し，集団の経験から共通の
ネイションの物語を生成する。要するにアイ
デンティティが醸造され強化される空間は，
社会的相互作用の生産物であり，同時に社会

的相互作用の再生産者でもあるといえる。 
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